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(別紙)

介護・福祉人材の確保に関する意見書

平成 27 年 4 月の報酬改定では、福祉・介護職員処遇改善加算の拡充が図られた一
方、全体として見ると介護報酬は 2.27 ％のマイナス改定、障がい福祉サービス等報
酬は±０％の改定であった。

県民誰もが住み慣れた地域で生涯にわたって安心して暮らしていくためには、県民

生活のセーフティネット基盤である福祉サービス事業の安定的な経営と、それを支え

る優秀な介護・福祉人材の確保が必要である。

ニーズに応じた介護・福祉サービスを提供するために必要となる人材を確保するた

め、国の施策として、介護・福祉人材の育成、処遇の改善及び職場環境の改善等を進

める必要がある。

ついては、介護・障がい福祉サービスの基本報酬の引き上げや、重度障がい者等へ

のきめ細かい支援のための加算の拡充を通じて、介護・福祉職員の処遇改善や、人員

配置を充実し、介護・福祉人材が安定的に確保できるよう、強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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